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Ⅰ．はじめに
　日本の子育て家庭を取り巻く環境は，社会構造
の変化やライフスタイルの多様化により変化を続
けている。女性の就業率の増加に伴い，保育所等
の利用率は上がり 1），幼稚園の在園者数が長期的
な減少傾向にある一方で，保育所の利用者数が増
加している 2）。
　2015年4月に施行された「子ども・子育て支
援新制度」では，これまで「保育に欠ける」とし
てきた保育認定の表現が，「保育の必要性」の事
由に変更され，「虐待やDVのおそれがあること」
等が新設された。「優先利用」の規定には，「ひと
り親家庭」，「生活保護世帯」，「生計中心者の失業

により，就労の必要性が高い場合」等が明記さ
れ，保育認定を必要とする保育所及び認定こども
園は，様々な生活課題をもった子育て家庭を優先
的に受け入れ，支援をすることが求められるよう
になった。
　2008年の保育所保育指針の改定では，「保護者
に対する支援」が明確に保育所の業務に位置づけ
られ，ミクロ領域の「保育」に加えて，メゾ領域
の「地域における子育て支援」や「地域の資源の
活用」も保育所の役割として期待されるように
なった。2017年の改定では，「保護者に対する支
援」が「子育て支援」へと変更され，「連携や協
働を常に意識して，様々な社会資源を活用しなが
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要　旨
　保育所等の子育て支援における他機関・多職種との協働の実態について，2人の所園長に
半構造化面接を行い，質的記述的分析を行った。他機関・多職種との協働は，他職種との
信頼関係の未構築やネットワークの未構築を背景に困難が生じていた。その一方で，他職
種との関わりや制度の活用は，子育て支援に良い影響を与えている可能性も明らかとなっ
た。
　今後の方策としては，「他専門職の活用」や「保育所等を含む多職種・多機関のネットワー
クの構築」が望まれており，多職種との役割分担が可能なネットワークの構築について今
後更なる調査が必要になると考えられた。

キーワード： 連携・協働，他機関・多職種，保育所，幼保連携型認定こども園，保育ソーシャ
ルワーク
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ら支援を行う」ことが求められている 3）。これら
は幼保連携型認定こども園教育・保育要領につい
ても同意義の内容が記載されている 4）。
　このように，保育所や認定こども園は，様々な
背景をもつ子育て家庭を受け入れ，地域の関係機
関と連携や協働を図りながら支援を行っていくこ
ととなっている。先行研究では，「保健所・保健セ
ンター」や「福祉事務所（家庭児童相談室）」など
フォーマルな社会資源について連携の必要性の認
識が高くなっていることが示されており 5），その
担い手は所園長であることが多いとされている 6）。
しかし，「子どもに対する保育内容の充実とのバ
ランスや連携の方法において困難を感じている」5）

ことや，連携の実態はあるもの「その内容として
は十分ではなく，今後の課題」7）である現状も明
らかにされている。これらの課題に対しては，「保
育士そのものが力量を上げるか，保育所に他の専
門職を義務付けるか，このいずれかの対策が喫緊
の要事」である 8）と指摘されている。配置を含む
他専門職の活用は他の先行研究 6）でも指摘されて
おり，「地域連携推進員（仮称）の配置」するモ
デル事業が令和2年度予算案（保育関係予算）に
盛り込まれ 9），具体的方法の模索段階にある。
　また，こうした連携や協働に関する体制は，自
治体レベルで内容や方法が異なる 10）ため，先行
研究において明らかにされている実態が山梨県内
でも同様であるとはいえないことに加え，他機関
との連携や協働に関する調査は「気になる子ども」
を中心とした発達支援における連携についての調
査が多い。そのため，子育て支援における他機関・
多職種との連携・協働について，山梨県内の実態
を調査し，その課題と解決方法の要望を明らかに
する必要がある。 
　そこで本研究では，保育士と他専門職の具体的
協働方法や業務分担の在り方を明確化することを
最終的な目的とし，山梨県内の保育所および幼保
連携型認定こども園（以下，保育所等）が，関係
機関や他専門職との連携・協働においてどのよう
な困難と課題を感じ，どのような協働方法を望ん
でいるのかについて探索することを目的とした調
査を実施する。

II．用語の定義
1．「連携」「協働」の概念的定義
　本研究では，子育てを行う当事者である保護者
を含めた協働関係が必要であるという観点から，
「異なる専門職・機関・分野に属する二者以上の
援助者（専門職や非専門的な援助者を含む）や時
にクライエントをまじえ，共通の目的・目標を達
成するために，連携をおこない活動を計画・実行
する協力行為」を「協働」とし，「連携」を「協
働を実現させる手段的概念」10）とする。

2．「協働」の操作的定義
　「協働」の操作的定義について，吾妻ら 11），近
藤 12），伊藤 13）の定義を参考に，本研究では「共
通した目標・目的を持ち，情報が共有され，連絡・
相談が行われている。それぞれの専門性と役割を
理解し，それぞれの専門性と役割を発揮している」
ことを「協働」の操作的定義とする。

3．「他機関・多職種」と「多職種・多機関」
　本研究では，保育所等から外部機関を見た状態
を指す「他機関・多職種」と，保育所等を含む子
育て支援に関わるネットワークや協働体制を指す
「多職種・多機関」を分けて表現を行う。

III．方法
１．調査方法と手続き
　調査対象施設は，保育士の配置が必須である保
育所及び幼保連携型認定こども園とした。調査協
力者は，施設種別ごとに保育所所長1人，幼保連
携型認定こども園園長1人とし，所園長歴5年以
上を要件に機縁法で選定し，研究参加への同意を
得た。両施設とも感染症対策を講じた上での施設
への訪問を可としたため，2021年3月に対面に
よる半構造化面接調査を実施した。研究協力者を
所園長としたのは，所園長の認識が組織全体の支
援方針に反映される 14）ためである。
　調査協力者には研究参加への承諾を得た後，調
査の説明書及び質問の概要についての書面を事前
に郵送をした。調査当日は，研究の概要，インタ
ビュー内容，データの取り扱い及び公表に関する
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内容を書面及び口頭で説明し，同意書の回収を
行った。インタビューは，「子育て支援の中で福
祉的な支援を必要とした事例」「園内での対応が
困難で外部機関との連携を必要とした支援」「社
会福祉に関する専門職や他機関との連携において
よかった点及び困難であった点」を中心に質問を
行った。
　なお，本研究は，日本福祉大学大学院「人を対
象とする研究」に関する倫理審査委員会の承認を
得て実施した（承認番号20-012）。

2．分析方法
　本研究は「どのように」「どのような」という
現象の探索を目的としていることから，「現象の
素直な記述が求められる時に選択すべき方法」15）

とされる質的記述的研究を用いた。インタビュー
の音声を全て逐語録にし，リサーチクエスチョン
に関連する言葉や文章を抽出してコード化し，次
いで，コードの意味を検討しながら抽象度を上げ
て，サブカテゴリ及びカテゴリを作成する手順で
分析を行った。最後に，作成されたカテゴリを類
似性のあるテーマごとに分類した。また，研究の
質の担保をするために，質的研究に精通している
大学院指導教員に助言を受けながら分析を行っ
た。

IV．結果
1．調査協力者の属性
　調査協力者である保育所所長1人及び幼保連携
型認定こども園園長1人の基本属性は表1の通り
である。両施設とも所在地は同一市内であり経営
主体は私立である。保育所の所長は保育士資格と
幼稚園教諭免許を保有し，現職歴は5年である。
外部との電話対応を多く行っていることから事務
職員も同席した。幼保連携型認定こども園の園長

は小学校及び中学校教諭免許を保有し，現職歴は
33年である。共に多くの外部との連携を行って
おり，保育士資格と幼稚園教諭免許を保有する主
幹保育教諭が同席した。また，同席をした事務職
員及び主幹保育教諭については，実際の状況をよ
り詳細に知り，所園長の語りに補足等があったこ
とから，同席者の発言もデータ分析の対象とした。

2．分析結果
　抽出されたカテゴリは，保育所等における子育
て支援の「業務の実態」と「希望・要望」に大別
された。さらに，「業務の実態」は，課題や困難
を示すカテゴリと良好な支援を可能とする条件を
示すカテゴリに分けられた。以下，【カテゴリ】
を構成する［サブカテゴリ］と‘コード’を示す。

1）　保育所等における子育て支援の実態
（1）　現状感じている課題と困難
　現状の課題と困難に関するカテゴリは，コード
の多い順に【役割分担可能なネットワークの未構
築】【保護者支援への困難感】【不十分な協働体制】
【子育て支援への不全感】【新型コロナウイルス感
染症の影響による不安】であった。（表2）
　まず，‘行政機関内で連携が取れていないと感
じる’という [行政機関内の連携への不信感 ]が
語られた。さらに ‘保健師との「つながり」がな
い’‘保健師から情報が共有されない’といった［保
健師との協働への困難感］もあり，連携する機関
や専門職を信頼しきれない困難があると考えられ
た。また‘保健師の専門性と役割がわからない’‘ 
社会福祉士・精神保健福祉士の専門性と役割が分
からない’といった［他専門職の専門性の認識不
足］があり，信頼関係の未構築や専門性の認識不
足のある現状を【不十分な協働体制】とした。
　不十分であるのは，機関や専門職との二者間の

施設類型 経営主体 役職 現職歴 所有資格 同席者 備考

保育所 私立 所長 5年 保育士　幼稚園教諭 事務職員 　
幼保連携型認定
こども園 私立 園長 33年 小学校及び中学校教諭免許 主幹保育教諭 前身は認可保育所

表1　対象者の基本属性
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カテゴリ サブカテゴリ コード

不十分な協働体制

行政機関内の連携への不
信感 行政機関内で連携が取れていないと感じる

保健師との協働への困難
感

保健師との「つながり」がない
保健師の保育所等への訪問がない
保健師から情報が共有されない
保健師とうまく連携が取れず不信感がある
保健師と保護者の間に信頼関係が築かれていないと感じる

他専門職の専門性の認識
不足

保健師の専門性と役割が分からない
臨床心理士・公認心理師の専門性と役割が分からない
社会福祉士・精神保健福祉士の専門性と役割が分からない

役割分担可能な
ネットワークの未構築

保育士のみで担うには負
担のある業務

他機関連携の時にコーディネーター（取りまとめ役）がいない
保育士のみでの支援計画作成には不安と負担がある
障害児に専門的なサポートはできない
保育時間外の子どものケアへの不安
保育士と行政と保護者で対立構造になることがある

不明確な“つながる“先

相談すべき機関が分からない
連携すべき機関が分からない
関わるべき専門職が分からない
制度を含む社会資源が分からない
機関を出ると繋がりが切れてしまう

浸透していない社会福祉実
践

社会福祉に関する制度・組織が複雑に感じる
ソーシャルワークが身近ではない

不十分な社会資源

相談できる機関が限定されている
随時相談できる機関・職種が存在しない
現行の保健師制度が機能していないと感じる
地域療育等支援事業の利用可能回数は十分とはいえない

子どもの発達課題に関す
る困難感

環境によって異なる子どもの発達の見え方に対する戸惑いがある
配慮が必要な子どもの増加を感じる
子どもの課題を保護者へ伝える難しさを感じる
子どものリハビリの様子の共有は母親経由のみでは不十分である

保護者支援への困難感

保護者側に起因する連携
の困難感

保護者の子どもに対する障害受容によって利用できる制度に制限が
かかる
保護者にコミュニケーション上の課題があると連携がうまくいかな
い
保護者に知識がないと感じる
保護者対応で職員が精神的なダメージを受けてしまった

保護者の精神疾患に対す
る不安

保護者の生死に関わることが起きた
精神疾患やうつ病と聞くとドキドキする
精神的な不安定さを持つ保護者に気持ちや情だけでは対応できない
ことを知った

保護者の課題に踏み込む
ことへの躊躇い

保護者の課題への踏み込み方（踏み込む方法）が分からない
保護者の課題へどこまで踏み込んでいいのか分からない
保護者の課題へ踏み込んでも支援が分からない
保護者の課題を繋げる場所が分からない

新型コロナウイルス感
染症の影響による不安

新型コロナウイルス感染
症の影響による不安 コロナ禍で保健師が母子保健領域で機能しているのか分からない

子育て支援への不全感

地域に開かれた子育て支
援の場の不全感

地域に開かれた子育て支援の場を設定しても幅広い支援はできない
地域に開かれた子育て支援の場を設定しても孤独な保護者を呼び込
むことは難しい
地域に開かれた子育て支援の場に来るのは積極的に動ける保護者が
多い

市町村への要望の行き詰
まり

子どもの健診を増やしてほしいが要請が通らない
障害のある保護者の移動支援に関する要望が通らない

表2　現状感じている課題と困難
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信頼関係だけではなく，他機関・多職種との【役
割分担可能なネットワークの未構築】も考えられ
た。まずは， ‘連携すべき機関が分からない’と
いった所園長らの不安に加えて，‘機関を出ると
繋がりが切れてしまう’という関係機関の「つな
がり」が不明確な，システムの問題を指す［不明
確な“つながる”先］の問題である。次に，‘他
機関連携の時にコーディネーター（取りまとめ役）
がいない’ために保育士がそれらを担うことや，
‘保育士のみでの支援計画作成には不安と負担が
ある’といった他から専門的視点が入らないこと
による困難さから構成される［保育士のみで担う
には負担のある業務］の問題がある。そして，子
育て支援領域において［浸透していない社会福祉
実践］や‘随時相談できる機関・職種が存在しない’
などの［不十分な社会資源］も困難さを生んでい
たと考えられた。加えて，‘環境によって異なる
子どもの発達の見え方に対する戸惑いがある’‘配
慮が必要な子どもの増加を感じる’といった［子
どもの発達課題に対する困難感］も語られた。さ
らに，現在は‘コロナ禍で保健師が母子保健領域
で機能しているのか分からない’という【新型コ
ロナウイルス感染症の影響による不安】も語られ
た。
　次に日々，保育業務と並行して子育て支援を行
う保育所等では，【保護者支援への困難感】や【子
育て支援への不全感】があることが窺えた。子ど
ものことを第一に保育を実施しようとしても‘保
護者の子どもに対する障害受容によって利用でき
る制度に制限がかかる’ことや，‘保護者にコミュ
ニケーション上の課題があると連携がうまくいか
ない’こともあり，［保護者側に起因する連携の
困難感］を抱いていた。‘精神疾患やうつ病と聞
くとドキドキする’という［保護者の精神疾患に
対する不安］や，‘保護者の課題へどこまで踏み
込んでいいのか分からない’と [保護者の課題に
踏み込むことへの躊躇い ]もあり，これらが総じ
て【保護者支援への困難感】に繋がっていると考
えられた。
　また，保護者支援以外においても， ‘地域に開
かれた子育て支援の場を設定しても幅広い支援

はできない’‘地域に開かれた子育て支援の場を
設定しても孤独な保護者を呼び込むことは難し
い’という [地域に開かれた子育て支援の場の不
全感 ]や，‘子どもの健診を増やしてほしいが要
請が通らない’‘障害のある保護者の移動支援に
関する要望が通らない’という [市町村への要望
の行き詰まり ]から【子育て支援への不全感】を
抱いていることが窺えた。

（2）　支援がうまくいくと感じた状況
　支援に良い影響を与えたカテゴリは，コードの
多い順に【支援の中に他職種がいることの利点】
【地域療育等支援事業 活用による円滑な療育支
援】【意思共有・状況共有が良好な状況下での支援】
【小さな自治体規模での密な連携】【子育て経験に
よる知識の活用】となった（表3）。
　まず，利用者との状況として‘保護者自らが支
援をコーディネートできている’ために支援が円
滑に進みやすい［自立度が高い保護者とのスムー
ズな連携］が挙げられた。また，［医療職の判断
が入ることによる円滑な支援］とは，‘子どもが
医療機関で障害又は疾患の診断を受けていると対
応が決まりやすい’といった，障害や疾患が医療
職の判断により明らかにされている場合に，保護
者や他機関との認識の共有がしやすくなる状況を
指す。これらのことから【意思共有・状況共有が
良好な状況下での支援】が行われていると考えら
れた。
　そして，保護者との二者の連携を越え，他機関
や専門性の異なる職種との連携を行う時，‘他職
種から共感してもらえた’という［分かり合える
他職種の存在］や［他専門職による定期的な支援
での安心感］が【支援の中に他職種がいることの
利点】として挙げられた。支援の中に［保育士以
外の「専門職」という存在］があることにより，
‘「専門職」の発言として保護者に伝えることがで
きた’ことは保育士の精神的な負担軽減に繋がっ
ていた。また，保育士，保護者，市町村職員が対
立する場面などにおいて [調停的役割を担う他職
種 ]の存在は貴重な役割となっていると考えられ
た。
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カテゴリ サブカテゴリ コード

意思共有・状況共有
が良好な状況下での
支援

自立度が高い保護者と
のスムーズな連携

保護者自らが支援をコーディネートできている
保護者と保育士の二者間で問題解決に向かえる

医療職の判断が入るこ
とによる円滑な支援

子どもが医療機関で障害又は疾患の診断を受けている
と対応が決まりやすい
検診で指摘を受けたために市町村に把握されていて連
携が取れる

地域療育等支援事業
活用による円滑な療
育支援

地域療育等支援事業活
用による円滑な療育支
援

地域療育等支援事業で療育コーディネーターの定期的
な訪問がある
地域療育等支援事業による言語聴覚士との連携
地域療育等支援事業で他専門職から助言をうけた
地域療育等支援事業の言語聴覚士が保護者面談を行う
地域療育等支援事業の療育コーディネーターは保育所
等とリハビリの両方の様子を把握している

地域療育等支援事業は保育所等の金銭的負担がない

地域療育等支援事業の療育コーディネーターとの連携
により発達支援がスムーズになった

小さな自治体規模で
の密な連携

小さな自治体規模での
密な連携

人口規模が小さい時は保健師が住民のことを全て把握
できていた
人口規模が小さい時は保健師と保育所等の連携が密で
あった

支援の中に他職種が
いることの利点

分かり合える他職種の
存在

他職種から共感してもらえた
直接子どもと関わる職同士だから分かり合えることが
ある

保育士以外の「専門職」
という存在

「専門職」の発言として保護者に伝えることができた
他専門職から保護者対応への助言が受けられた
他専門職に職員の悩みも相談できた

調停的役割を担う他職
種 支援の調整の中で調停する存在がいた

他専門職による定期的
な支援での安心感

定期的な訪問は長期的な視点での支援に繋がり安心が
ある

子育て経験による知
識の活用

子育て経験による知識
の活用

保育士の中に障害児を育てている方がおり情報提供を
うけられた

表3　支援がうまくいくと感じた状況
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　現状での制度活用については，【地域療育等支
援事業活用による円滑な療育支援】を行っている
保育所等があった。‘地域療育等支援事業の療育
コーディネーターとの連携により発達支援がス
ムーズになった’と感じていた。‘地域療育等支
援事業で他専門職から助言をうけた’ことも良い
点として挙げられた。‘地域療育等支援事業の療
育コーディネーターは保育所等とリハビリの両方
の様子を把握している’ために，園内での支援内
容も考えやすくなり，円滑な療育支援へと繋がっ
ていたることが窺えた。また，制度活用以外にも，
‘保育士の中に障害児を育てている方がおり情報
提供をうけられた’という職員の【子育て経験に
よる知識の活用】も行われていた。
　他にも，施設経営の長い幼保連携型認定こども
園では，市町村合併前後の支援状況の振り返りか
ら，‘人口規模が小さい時は保健師が住民のこと
を全て把握できていた’‘人口規模が小さい時は
保健師と保育所等の連携が密であった’という【小
さな自治体規模での密な連携】があったとした。

2）　子育て支援に対する希望・要望
　所園長が今後に望む内容のカテゴリは，コー
ドの多い順に【他専門職の活用】【保育所等を含
む多職種・多機関のネットワークの構築】【保育
士の知識の習得】【ソーシャルワーカー（以下，
SW）配置に対する経営的問題】となった（表4）。
　所園長らからは様々な形で【他専門職の活用】
が想定された。福祉的な支援において他機関と連
携する時には，‘連絡調整など保育所等と関係機
関を「つなげる」役割となる人材’や‘支援をコー
ディネートする存在’がいてほしいという意見が
あった。‘アセスメントとプランニングを保育士
と共に行える人材’や‘保育士以外の専門職とい
う存在’という異なる専門性が入ることを望む意
見もあり，［保育士以外の人材の導入］が望まれ
ていた。ただし［保育士以外の人材の導入］にお
いては，それが何の専門職かはインタビュー中で
明言されなかった。相談援助の専門職として質問
内に名前を挙げたSWについては， [期待される
SW像 ]として7パターン（‘身近な存在として’

‘実働として’‘必要な時に頼れる存在として’‘非
常勤配置として’‘定期的な巡回訪問を実施する’
‘保育補助も兼任する’‘地区ごとに担当’）に分
類された。また，‘SWの配置は経営状況による’
といった【SW配置に対する経営的問題】も挙げ
られた。
　このような人材の活用に併せて，困ったときに
随時［家庭支援について相談できる機関の確立］
という社会資源の開発，及び，‘多職種のネット
ワーク構築’‘多機関のネットワーク構築’‘子ど
もの発達支援における保健師との密な連携’と
いう子育て家庭に関係する職種・機関の [ネット
ワークの構築 ]が望まれていた。‘長期的視点で
の多専門職との連携’という［長期的な連携］も
可能な【保育所等を含む多職種・多機関のネット
ワークの構築】も求められていたると考えられた。
　ただし，所園長らからは外部資源の活用や開発
だけではなく，連携や協働に必要な‘知識の獲得’
を望む声もあり，【保育士の知識の習得】の機会
も望まれる結果となった。

V．考察
1．保育所等を取り巻くネットワーク未構築の課題
　保護者に対する子育て支援は，関係機関及び関
係者の役割と機能をよく理解し，連携や協働を常
に意識して，社会資源の活用 3），地域の子育て家
庭に関わるソーシャルワークの中核を担う機関と
連携を取りながらの体制構築 4）が求められてい
る。「保育所保育指針解説」及び「幼保連携型認
定こども園保育・教育要綱解説」（以下，指針等）
では，両施設とも他機関との連携・協働に言及し
ているが，先行研究では連携・協働を行う体制に
ついて，「何等かの形で連携が行われているもの
の，より円滑で効果的なしくみを望む」現場の声
が明らかにされている 7）。
　その点を踏まえ，本調査結果を見ていくと， ‘連
携すべき機関が分からない’‘機関を出ると繋が
りが切れてしまう’という［不明確な”つながる”
先］の問題は，連携や協働を行うための明確な
ネットワークが未構築のため生じている可能性が
ある。指針等においては，関係機関との協力を示
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カテゴリ サブカテゴリ コード

他専門職の活用

保育士以外の人材の導入

連絡調整など保育所等と関係機関を「つなげる」役割となる
人材

保育士以外の専門職という存在

支援をコーディネートする人材

アセスメントとプランニングを保育士と共に行える人材

保育所等の問題を訴えて解決していく役割を担う人材

期待されるソーシャルワー
カー像　（ソーシャルワー
カーへの役割期待）

身近な存在としてのソーシャルワーカー

実働としてのソーシャルワーカー

必要な時に頼れる存在としてのソーシャルワーカー

非常勤配置としてのソーシャルワーカー

定期的な巡回訪問を実施するソーシャルワーカー

保育補助も兼任するソーシャルワーカー

地区ごとに担当ソーシャルワーカー

保育所等を含む多職種・
多機関のネットワークの
構築

家庭支援について　相談で
きる機関の確立 家庭支援に関する内容を随時相談できる機関

ネットワークの構築

多職種のネットワーク構築

多機関のネットワーク構築

子どもの発達支援における保健師との密な連携

長期的な連携
長期的視点での他専門職との連携

定期的・長期的な関わり

保育士の知識の習得 保育士の知識の習得 知識の獲得

ソーシャルワーカー配置
に対する経営的問題

ソーシャルワーカー配置に
対する経営的問題 ソーシャルワーカーの配置は経営状況による

表4　保育所等における子育て支援に対する希望・要望
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しているが，ネットワークが未構築なために，十
分に関係機関と連携・協働することができず，子
どもの療育支援に対しての困難感や，結果として
保育士のみで業務を担うことによる負担感が生じ
ている可能性が考えられる。先行研究では，家庭
へ支援が届きよい方向に進むか否かは，支援にあ
たる保育所等が他機関と繋がり連携へと発展して
いるか否かであることが示唆されており 6），他機
関と“つながる”必要性は家庭への支援の充実と
保育所等の業務負担軽減の両面から必要となると
考えられた。 
　また，指針等では，保護者に育児不安等が見ら
れる場合に保育士等の専門性を生かした支援が不
可欠である上に，内容によってはソーシャルワー
クやカウンセリング等の知識や技術の援用が有効
なケースもあるとしている 3）。ただし，今回の調
査ではソーシャルワークが浸透していない現状も
垣間見え，ソーシャルワークの知識や技術につい
て「特に習得していない」保育士が44.4％である
とする先行研究 5）を裏付ける結果となっている。
併せて，仮にソーシャルワークを実践しようとし
ても’相談できる機関が限定されている’と語ら
れたように，活用できる社会資源が不十分なこと
が示された。
　以上のことから，保育所等では，連携・協働の
困難感や業務の抱え込みを解消するために役割分
担が可能なネットワーク構築が必要であると考え
られる。

2．他機関・多職種との連携・協働における困難感
　他職種・多機関との連携や協働における困難感
について検討する上で，連携・協働を測定する尺
度は多数あるが，その中でも様々な国の臨床現場
で用いられ，信頼性と妥当性が確認されているス
ケールとして「他職種協働評価スケール（AITCS 
–Ⅱ–J）」（以下，AITCS –Ⅱ–J）がある。この尺
度は，「ヘルスケア関連の多職種協働の効果，機
能などの程度を客観的・計量的に測定するスケー
ル」である 16）。この尺度の中の「Cooperation 
Subscale（協力サブスケール）」には「22.お互い
が尊敬し合い信頼している」や「30.チームメン

バーの間には信頼感ができあがっている」という
質問項目がある。これらに本調査結果を照らし合
わせると，保育所等の所園長らと他機関の多職種
との間にはこの部分が弱いと考えられる。‘保健
師とうまく連携が取れず不信感がある’ことや‘行
政機関内で連携がとれていないと感じる’状況下
では，「尊敬し合い信頼」することも「信頼感」
を抱くことも難しいだろう。他専門職の活用を望
む一方で，多専門職の専門性や役割を認識しきれ
ていない現状も，AITCS –Ⅱ–Jの「26.お互いが
できることとできないことを理解している」に課
題があると考えられる。
　また，本調査において，最も連携が確認された
のは保健師であった（「対応困難事例」として挙
げられた計10事例中7事例に関与）。しかし，そ
の連携は十分とは認識されておらず，更に連携を
密にしたくても‘保健師との「つながり」がない’
ことや，‘保健師と保護者の間に信頼関係が築か
れていないと感じる’ことから困難感があること
が考えられた。こうした点は，先行研究において
も，保育士が「接触の少なさのために保健師との
関係性が深まらないと感知」し，「保健師は保護
者との関係構築がむずかしいとの認識による支援
役割への懐疑的な気持ち」があることが明らかに
されている 17）。反対に保健師は，「保育士が保健
師についてあまり知らない」ため，「《まずは保育
士に保健師の役割をしってもらう必要性を感知》
していた」とされ 17），本調査の‘保健師の専門
性と役割が分からない’という所園長らの現状と
一致した。
　以上のことから，保育所等と他機関・多職種の
間には連携・協働に必要となる「信頼感・信頼関
係」や，「専門性・役割の相互理解」に課題があり，
関係性構築に向けた方策が必要と考えられた。

3．保護者支援に対する困難感
　ここまで挙げた内容に加えて，保育所等では保
護者への支援も実施している。保護者支援は，「保
護者の受容，自己決定の尊重，プライバシーの保
護や守秘義務などの基本的姿勢を踏まえ，子ども
と家庭の実態や保護者の心情を把握し，保護者自
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身が納得して解決に至ることができるようにす
る」ことである 3）。
　しかし，今回の調査結果からは，「保護者自身
が納得して解決に至ることができるようにする」
部分で課題を抱えている可能性が考えられた。例
えば，’保護者の子どもに対する障害受容によっ
て利用できる制度に制限がかかる’という語りが
あったが，これは「子どもに明らかな障害がある
が，保護者がそれを認めないために制度が活用で
きず，子どもに最善の保育を実施することができ
ない」ことである。保育士らは保護者の心情を理
解し，自己決定を尊重したいが，保護者の自己決
定を尊重すると子どもにとっては不利益となる可
能性からジレンマを感じている。これらは，【役
割分担可能なネットワークの未構築】とも関係す
ると考えられ，支援において役割分担ができず，
全てを保育所等が担うことにより，保護者に対し
て様々な立場からアプローチが行えず困難さが増
している可能性が考えられる。
　また，［保護者の精神疾患に対する不安］や［保
護者の課題に踏み込むことへの躊躇い］は，子ど
もではなく保護者に支援の必要性がある場面での
困難感である。保護者が何らかの課題を抱えてい
る場合に，保育所等の立場としてどのような対応
や支援を行うべきか，戸惑いを感じていた。これ
らの困難は，他専門職との【不十分な協働体制】
により，専門職のサポートを受けられない状況に
加え，保育士の専門性を超えた知識が必要なこと
から生じているといえる。
　以上のことから，支援が必要な保護者に対して，
保育所等が躊躇わずに支援に踏み出せる環境を整
えるためにも，他機関の多職種との協働体制の構
築が必要と考えられた。

4．支援がうまくいくと感じた状況
　一方，所園長らからは，支援がうまくいった状
況も語られた。
　子育て支援における協働が円滑に進む条件は，’
保護者自らが支援をコーディネートできている’
という保護者自身の自立度の高さと，’子どもが
医療機関で障害又は疾患の診断を受けていると対

応が決まりやすい’という医療職の判断が入るこ
とが挙げられた。後者については，発達障害など
目に見えない障害を有する場合に，保護者と保育
士らで見えている姿が異なることがあり，意見が
対立する場合がある。そのような時に，医療機関
や医療職の意見や判断が入ると，保護者と状況や
認識の共有がしやすくなり，必要な配慮や活用す
べき制度を想定しやすくなることを指している。
　こうした【意思共有・状況共有が良好な条件下
での支援】は，保護者や関係機関との円滑な連携・
協働へと繋がると考えられる。ただし，前者は，
保護者自身の能力が大きく影響するため変化は容
易でなく，【小さな自治体規模での密な連携】も
変化が困難であるという点で共通している。しか
し，後者は，医療職との協働により状況を作り出
すことが可能であり，その点からも保育所等を取
り巻く協働体制の構築が必要だと考えられる。
　加えて明らかとなったのが，［保育士以外の「専
門職」という存在］が心強さに繋がっていたこと
である。分かり合える他職種の存在や，他専門職
との定期的な関わり，保育士のみでは断言しづら
い内容を’「専門職」の発言として保護者に伝え
ることができた’り，他専門職に職員の悩みも相
談できた’りすることも心強さを生んでいた。こ
のような情緒面での利点以外にも，他機関と意見
が対立した場合に他職種が支援に入ることで，中
立的立場をとって調停的役割を担う存在が生ま
れ，円滑な支援が実施できるという利点も挙げら
れた。こうした調停的役割を担う存在は，保護者・
保育士間での対立でも同様な状況が起こりうるで
あろう。
　以上のことから，【支援の中に他職種がいるこ
との利点】として，安心感や心強さといった情緒
的支えが得られること，中立的立場となる存在が
生まれ対立が生まれにくくなる可能性があること
が考えられた。
　他にも，現行の制度を活用した円滑な療育支援
の実施が明らかとなり，「制度の活用により円滑
に他機関・多専門職と連携がとれる」可能性が示
唆された。また，自機関の保育士が障害児を育て
た経験があり知識を得られたという，保育士の子
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育て経験の活用もみられたことから，マニュアル
化されない子育て支援では，個人的背景や要因が
支援内容を左右しやすい可能性が考えられた。

5．子育て支援に対する希望や要望
　今後の保護者に対する子育て支援では，3つの
視点「他専門職の活用」「保育所等を含む多職種・
多機関のネットワーク構築」「保育士の知識の獲
得」から希望や要望が語られた。
　保育所等における専門職の配置は，保育や教育
に関する専門職 18）19）以外に，看護師を配置する
場合があり，今回の調査対象の幼保連携型認定こ
ども園では，乳児クラスに看護師が1人いた。こ
れは，保健師又は看護師を1人に限って保育士と
みなせるとした厚生省令 20）に従ったもので，保
健看護業務を行う専門職としての配置ではなかっ
た。しかし，こうした子どもの健康や保健衛生を
担う専門職として看護師を配置すべきとする先行
研究は複数見られ，看護師の必要性を感じている
保育所は72.9%あったとする調査 21）もある。併
せて，看護職を配置しない理由の最多は財政的理
由であった 21）。この財政的課題は，本調査の【SW
配置に対する経営的問題】と一致した。
　また，本調査で明らかとなった［保育士以外の
人材の導入］については，「何の職種かは分から
ないがこういう人材が欲しい」という，「他の職
種に求めている役割」についての言及であり，「職
種」は指定されなかった。併せて，［期待される
SW像］についても，それらの具体的業務の役割
は想定されておらず，方法として様々なパターン
が挙げられた。その理由は，現状の課題とされた
［他専門職の専門性の認識不足］のために明確な
業務内の位置づけができないことや，SWと関わ
る機会が少ないために役割が想定しづらかった可
能性が考えられる。
　以上のことから，保育士以外の人材の導入は，
保育所等の多職種活用に対する主観的視点と，多
専門職のどの職種が担うことが適切かという客観
的視点からの検討が今後必要となる。
　次に，他機関協働を行う上で，保育所等が「多
職種・多機関のネットワークの構築」を求めてい

ることも明らかとなった。現在，保育所等を取り
巻く環境では，明確なシステムや支援のフロー
チャートは示されておらず，保育所等が自ら他機
関に手を伸ばして「つながり」を作る状況がある。
所園長らがネットワーク構築を望む背景には，そ
れらの業務が負担となっている可能性と，より専
門性の高い支援をしたいという望みが垣間見え
た。
　そして，所園長からは「とにかく知識だけでも
欲しい」という，切実な声も聞かれた。この知識
の獲得を望む声は，精神保健や社会保障制度など
保育士の専門性以外の部分に関するものであり，
こうした本来の専門性と違う分野の知識の獲得に
は，「研修受講」と「コンサルテーション受講」
が考えられる。保育所における研修機会の確保は
運営基準 22）で定められており，幼保連携型認定
こども園でも準用されている。実際，調査対象の
保育所等においても研修は実施されていたが，研
修で実施すべき内容は多岐に渡り，厚生労働省の
示すガイドライン 23）をみても，その分野は多様
である。こうした本来の専門性を磨く研修が必要
な中で，更に精神保健及び社会保障制度・社会資
源に関する研修の実施は，時間に追われる現場に
とって容易ではないだろう。だからこそ，他専門
職との関わりから実践の中で知識を得る機会の確
保や，必要に応じた専門職との役割分担が求めら
れる。

VI．結論と今後の課題
　所園長らは保育所等での保護者に対する子育て
支援において，保育所等を取り巻くネットワーク
の未構築及び多職種との協働体制の未構築によ
り，様々な困難を感じていた。それに対し，「他
専門職の活用」や「保育所等を含む多職種・多機
関のネットワークの構築」を望んでおり，多専門
職との役割分担が可能なネットワークの構築が今
後必要になると考えられた。
　本調査は対象者が2人と少なかったが，他機関
協働については先行研究と重なる結果がいくつか
示され，先行研究であまり示されてこなかった子
育て支援に良い影響を与える可能性のある要因も
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抽出された。しかし，施設類型は異なるもののど
ちらも同一市内の私立の施設であり，この調査の
みで結果を一般化することは困難である。さらに，
筆者は保育士としての勤務経験を有するため，分
析内容についてバイアスがかかっている可能性が
ぬぐい切れない。また，他専門職との繋がりを求
めていることは明らかにできたが，それが何の職
種なのかについては明らかにできておらず，今後
継続した調査が必要である。
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Abstract

Semi-structured interviews were conducted with two directors regarding the actual state 
of collaboration with other organizations and professions in child-rearing support at day-
care centers. The analysis used qualitative descriptive analysis.Collaboration with other 
institutions and multi-professions was difficult due to the lack of trust and networking with 
other professions.
On the other hand， it was also clear that involvement with other professions and the use of 
systems had a positive impact on child-rearing support.
As future measures， "utilization of other professionals" and "establishment of a network 
of multiple professions and organizations including day-care centers" are desired， and it is 
thought that the establishment of a network that enables the sharing of roles with multiple 
professions will be necessary in the future.

Key words: Collaboration; Child care social work; multi-professions


